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この提言は、日本学術会議／日本の展望委員会／知の創造分科会の審議結果を

取りまとめ公表するものである。  

 

 

日本学術会議／日本の展望委員会／知の創造分科会 

（平成 21 年*月**日～平成 22 年*月**日） 

 

委員長 藤田 英典 （第一部会員） 国際基督教大学教養学部教授 

副委員長 小林 傳司 （連携会員） 大阪大学コミュニケーションデザイ

ン・センター教授 

幹 事 増渕 幸男 （連携会員） 上智大学総合人間科学部教授 

 長谷川壽一 （第一部会員） 東京大学大学院総合文化研究科教授 

 三田 一郎 （第三部会員） 神奈川大学工学部教授 

 苅部  直 （特認連携会員） 東京大学大学院法学政治学研究科教

授 

 河合 幹雄 （特任連携会員）桐蔭横浜大学法学部教授 

 小林 信一 （特任連携会員）筑波大学ビジネス科学研究科教授 

 塩川 徹也 （連携会員） 東京大学大学院人文社会系研究科教

授 

     鈴木 謙介（特任連携会員）国際大学グローバルコミュニケーショ

ンセンター研究員 

     松本 忠夫（連携会員）  放送大学教養学部教授 

     森田 康夫（連携会員）  東北大学大学院理学研究科教授 

     山田 礼子（連携会員）  同志社大学社会学部教授 

     吉見 俊哉（連携会員）  東京大学大学院情報学環教授 

 

本提言の作成にあたり、以下の方々にご協力いただきました。 

猪木 武徳  国際日本文化研究センター所長 

川嶋多津夫 （「大学教育の分野別質保証の在り方検討委員会・委員、特認連携

会員）神戸大学・大学教育推進機構／大学院国際協力研究科教

授  

 

 

本分科会は他の分科会より遅れて平成２１年２月に設置されスタートしたこと

等により、提言取り纏めの段階にあるため、以下は、１０月総会のために、現

時点までの審議内容に基づき、暫定案として整理したものである。 
 

 2



要     旨 

 

１．背景と課題 

グローバル化の進む 21 世紀初頭の現在、地球環境・生態系破壊の危険性や、

地域紛争・テロ、新型感染症、金融危機といった問題など、予測のつかない困

難が人間・国家・人類社会を襲っている。他方、世界各国は、グローバルな経

済競争のなかで自国の豊かさの確保・向上を図り、それぞれの社会内における

種々の対立や貧困・差別などを平和的に解決しつつ、多文化共生・多民族共生

とローカルな文化・社会の活性化を持続的に確保・促進するという課題や、そ

れらの課題への適切な対応と活力ある豊かな市民社会の展開を図るという課題

に直面している。それと同時に、経済のグローバル化に伴い、アメリカ発の金

融危機が世界経済を混乱に陥れたように、現代はローカル（国家的）な問題が

グローバル（全地球的）な問題となる時代であり、その一方で、グローバル・

スタンダード（世界基準）が拡大するとはいえ、それによってローカル・スタ

ンダード（国家基準）を画一的に再編することも適切とは言えない時代にあり、

それゆえに、ローカルな諸課題にもグローバルな諸課題にも対応しうるトラン

ス・ナショナルな教養知・実践知が求められている。 

世界各国と人類社会が共通に直面しているこうした現代の諸課題は、異質な

もの（個人・民族・国家や宗教・文化）の間での相互信頼・協力・協働を促進

し、国家および世界的規模の課題の性質・構造を見極め、合理的かつ適切な解

決方法を構想し実行していく基盤となる知識・叡智・教養（以下、教養）の向

上を切実に求めている。しかるに今日、その現代的な市民社会・経済社会の基

盤となるべき教養、「知識基盤社会」と言われるものの中核となるべき教養は、

大きく揺らぎ、その再構築が重大な課題となっている。 

大学は、この教養の構築・形成を中核的な役割の一つとして発展してきた。

その役割は、「リベラル・アーツ（liberal arts）」を核とする教養教育（liberal 

education）として概念化され、戦後の日本やアングロサクソン系の国々では専

門教育と並んで大学教育の中核的要素とされ、また、大学教育が専門教育を中

心に編成されてきた国々でも、大学教育のミッションの一つとされてきた。し

かし、20 世紀半ば以降の社会の複雑化・流動化と学問・研究の高度化・専門分

化と大学教育の大衆化が進む中で、大学における教育・研究の在り方も教養教

育のあり方も揺らぎ問い直されてきた。その揺らぎと問い直しは、上記のよう

なグローバル化の進展とそれに伴う複雑・多様な諸課題・諸問題の重大性が自

覚されるに伴い勢いを増し、その再構築は、大学教育の質保証・質向上（Quality 

assurance/quality enhancement）という課題と共に、重要な課題となっている。 

 以上のような時代状況と現代社会の諸課題を踏まえて、教養と大学における

教養教育の現況と在り方について検討し、その再構築の可能性について提言す

ることが、本報告書の目的である。 

 3



２．審議の経緯と内容 

本分科会（「知の創造分科会」）は日本の展望委員会の「テーマ別検討分科会」

の一つとして設置され、与えられた検討課題は「現代市民社会における教養・

教養教育 ― 21 世紀のリベラル・アーツの創造」というものである。本分科会

では、このテーマを、上記のような時代状況・問題状況、とりわけグローバル

化する情報知識社会（「知識基盤社会」）および大学教育の大衆化と生涯学習社

会の進展によって特徴づけられる２１世紀社会の諸問題・諸課題を踏まえ、豊

かな市民社会・経済社会の展開と「知の創造」の基盤となる教養として何が重

要か、その形成という点で、大学教育、とりわけ教養教育に期待されるものは

何かについて検討し提言することにあると捉え、半年にわたり審議検討を重ね

てきた。以下は、その成果を取り纏めたものである。 

なお、本分科会の検討課題は、中央教育審議会「学士課程教育の構築に向け

て（審議のまとめ）」（平成２０年３月２５日、同答申：平成２０年１２月２

４日）に基づく文部科学省の審議依頼を受けて日本学術会議に設置された「大

学教育の分野別質保証の在り方検討委員会」（平成２０年６月２６日、以下、

質保証委員会）の下に設置された「教養教育・共通教育検討分科会」（平成２

１年１月２２日、以下、共通教育分科会）の検討課題と共通することから、委

員は両分科会を兼任し、審議検討も両分科会合同で行うこととなった。作業ス

ケジュールの関係上、「質保証委員会／共通教育分科会」の審議を先行させる

こととし、「質保証委員会」の審議の経過と内容を参照しつつ、大学改革の展

開と教養教育の変遷、大衆化・多様化した大学・学生の現状と大学教育の役割、

高度化・細分化した学問・学術研究の現状と大学における教養教育と専門教育

の関係、1991年の大学設置基準大綱化以降の教養教育の展開と現況・課題、現

代社会における教養の意義と教養教育に期待されるもの、大学教育の分野別質

保証と共通教育・教養教育の課題などについて、本分科会委員および協力者の

報告を踏まえて審議検討し、その成果を「質保証委員会／共通教育分科会」の

報告として取り纏め、もう一方で、ここに「日本の展望委員会／知の創造分科

会」の提言として取り纏めることとなった。本報告書が大学教育・教養教育の

質保証にも言及しているのは、以上のような両分科会の合同作業として審議・

作成されたからでもある。 

 

３．提言 

 

取り纏め作業中 
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１ はじめに 

教養の欠如や衰退・低下が言われて久しく、そして、教養の向上・形成を課

題としてきた大学における教養教育も、特に大学設置基準の大綱化（1991 年）

以降、形骸化・軽視の傾向が強まり、危機的状況にあるとの懸念が表明されて

きた。例えば、中央教育審議会は、大綱化後約 10 年を経た平成 14 年に、「新

しい時代における教養教育の在り方について」を答申し、大学における教養教

育の課題について、幅広い視野から物事を捉え、高い倫理性に裏打ちされた的

確な判断を行うことのできる人材の育成とそのための教養教育の再構築が喫緊

の課題だとして、「新たに構築される教養教育は、学生に、グローバル化や科学

技術の進展など社会の激しい変化に対応し得る統合された知の基盤を与えるも

の」でなければならないが、そのためには「理系・文系、人文科学、社会科学、

自然科学といった従来の縦割りの学問分野による知識伝達型の教育や、専門教

育への単なる入門教育ではなく、専門分野の枠を超えて共通に求められる知識

や思考法などの知的な技法の獲得や、人間としての在り方や生き方に関する深

い洞察」が重要であると提言した。この提言は、平成 17 年の中教審答申「我

が国の高等教育の将来像」における総合的教養教育の提言に結びつき、21 世紀

が知識基盤社会の時代であるとの基本理解の下、「21 世紀型市民」の育成を目

指す新しい教養教育の構築を要請するところとなり、さらに平成 20 年の中教

審答申「学士課程教育の構築に向けて」は、「学士力」という概念・考え方を提

起し、その内実を教養教育の観点から捉えなおす作業が必要だとして、総合的・

汎用的能力の形成の重要性を提言した。とはいえ、これらの答申も、現代社会

において重視されるべき教養とはどういうものか、そのための教養教育はどう

あるべきなのかについて具体的に詳述・提示しているわけではない。実際、そ

れを同定することは容易なことではないし、一義的に定義・構想できるもので

もない。例えば大学における教養教育の長い伝統を持つアメリカにおいても、

教養の理念も教養教育のあり方に関する見解も、その時々の時代状況や社会的

課題を反映して振り子のように揺れ変遷しており、その変遷過程で提起・重視

された種々の考え方は現在も併存し、せめぎ合っている。ただし、トレンド的

な傾向としては、古典的な教養・教養教育の理念・在り方に「現代的レリバン

ス」のある諸要素が追加され重視されるようになってきた。 

教養と教養教育をめぐる以上のような混迷状況・危機意識と関連する現代社

会の諸状況・諸問題・諸課題、および進学率が 50%を越えるほどに大学教育が

大衆化し、さらには生涯学習の時代に突入し、学生の学習経験・学力やニーズ・

関心も著しく多様化した段階にあることを踏まえ、アメリカをはじめ諸外国に

おける教養教育・大学教育の動向も参照しつつ、21 世紀社会において期待され

る「教養」と「教養教育」の理念・在り方について検討し、その再構築と豊か

な展開の可能性・方向性について提示するのが、本報告の目的であり、課題と

するところである。 
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２ 現代社会の諸問題と教養および教養教育の課題 

（１）グローバル化時代の特徴と課題 

グローバル化の進む 21 世紀初頭の現在、地球環境・生態系破壊の危険性や、

地域紛争・テロ、新型感染症、金融危機といった問題など、予測のつかない困

難が人間・国家・人類社会を襲っている。もう一方で、世界各国は、グローバ

ルな経済競争のなかで自国の豊かさの確保・向上を図り、それぞれの社会内に

おける種々の対立や貧困・差別などを平和的に解決しつつ、多文化共生・多民

族共生とローカルな文化・社会の活性化を持続的に確保し促進するという課題

や、それらの課題への適切な対応と活力ある豊かな市民社会の展開を図るとい

う課題に直面している。それと同時に、アメリカ発の金融危機が世界経済を混

乱に陥れたように、現代はローカル（国家的）な問題がグローバル（全地球的）

な問題となる時代であるが、同時に、グローバル・スタンダード（世界基準）

が拡大するとはいえ、それによってローカル・スタンダード（国内基準）を画

一的に再編することも適切とは言えない時代でもある。 
このように、21 世紀は、グローバルな協力・協働によって対処・解決すべき

問題の増大、人・モノ・カネ（資本）・文化のグローバルな移動・交流・相互依

存の拡大、文化・規範のグローバルな波及などが進むグローバリゼーションと、

世界各国の自律性と文化的伝統を相互に尊重しつつ、平和的に共生していくと

いうグローバルな合意・規範の下、各国がそれぞれに自国社会の諸問題を解決

し、豊かな文化の維持・展開と経済・社会の活力の維持・向上を図るというロ

ーカリゼーションが同時進行する「グローカル化の時代」であり、それゆえに、

ローカルな諸課題にもグローバルな諸課題にも対応しうるトランス・ナショナ

ルな知性・智恵・実践的能力が求められている。 
（２）メディアの地殻変動と知識基盤社会の諸要請 

21 世紀は、「知識社会」「知識基盤社会」と言われるように、「知識」（情報を

含む）の価値と重要性が以前にも増して高まる時代でもある。情報コミュニケ

ーション技術（ICT）の革新・発展と知識・情報の増大・多様化に伴い、「メデ

ィアの地殻変動」とも言える変化が、経済活動・企業活動や社会生活や学問研

究・教育に大きな影響を及ぼし、その様式を再編していく時代でもある。学問

研究の高度化・細分化が進む一方で、その総合・統合や学際的なアプローチの

必要性・重要性が以前にも増して高まる時代でもある。 
こうしたメディアの地殻変動と市場経済のグローバル化と知識基盤社会の進

展に伴って、経済市場におけるシェア拡大と生き残りや科学技術開発をめぐる

国家間・企業間の競争が激化し、同時に、企業活動・雇用市場の多彩化・流動

化と職業・キャリアの多様化・流動化が進み、もう一方で、国家間・企業間で

も個人間でも種々の格差が拡大し、「格差社会」の諸問題が顕在化・深刻化する

危険性の高まる時代でもある。 
 こうした変化の進む時代にあって、その変化と時代の諸要請・諸課題に自律
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的・積極的に対応しうる知性・智恵・実践的能力の向上が求められている。そ

の知性・智恵・能力は、国家・企業・個人や多様な集団のどのレベルでも、自

らの進路を切り拓き、豊かな地位や生活を持続的に確保していく自律的・積極

的なものであるだけでなく、激化する競争が孕みもたらす歪み・対立、格差・

貧困・困難や差別・抑圧・迫害などに思いを致し、その解決・是正に向けた多

様な取り組み（事業や協働的実践活動）に参画・参加するものでもあることが

求められている。 

（３）市民社会の課題と市民性の育成 

以上のような種々の変化が進む時代にあって、グローバル／ナショナル／ロ

ーカルな社会のどのレベルでも、また、多様な集団や個々人のレベルでも、そ

こで生起・出現し深刻化する諸問題や諸課題に適切に対応し、平和的な解決と

安全で豊かな社会の持続的な展開とすべての人びとの安心と福祉の向上に思い

を致し、民族・文化・宗教や思想信条の多様性と自他の違いを理解し、尊厳と

自律性を尊重し、利害・理念の対立や宗教・思想・信条の違いを乗り越えて、

その実現に向けての多様な取り組み（事業や協働的実践活動）に参画・参加・

協働する知性・智恵・実践的能力の形成とそれらの多様な取り組みを活性化し

推進する基盤としての市民社会の豊かな展開が求められている。 

この市民社会の豊かな展開にとって重要なのは、第一に、各社会レベルにお

ける集合的意思決定過程（政治）の開放性・透明性（情報公開・情報開示）と

その過程への十分な市民参加があること（市民的公共性）、第二に、各社会レベ

ルにおけるさまざまな問題・課題を当該社会の成員が協力・協働して解決・達

成すべき責任事項として観念し引き受け、その協力・協働に参加する活力ある

カルチャーが息づいていること（社会的公共性）、そして第三に、当該社会のす

べての成員が、その尊厳を尊重され、安全かつ豊かな文化的・社会的生活を享

受する権利を有する存在であることが承認され前提となっていることである

（本源的公共性：社会的存在としての人間の生存権に関わる公共性）。 

現代の多様化・複雑化・流動化する社会において、この３つの公共性の活性

化とその担い手となりうる市民としての知性・智恵・実践的能力の形成が、い

ま切実に求められている。 

（４）現代社会の教養と教養教育の課題 

以上のような諸問題・諸課題は、世界各国と人類社会が共通に直面している

ものであるが、その問題解決・課題達成を図っていくには、個人・集団・民族・

国家や宗教・文化などさまざまなレベルでの自他間の相互信頼・協力・協働を

促進し、グローバル／ナショナル／ローカルな社会が直面している問題・課題

の性質・構造を見極め、合理的かつ適切な解決方法を構想し実行していく基盤

となる知識と教養（知性・智恵・実践的能力）の向上が不可欠である。しかる

に今日、その現代的な市民社会・経済社会の基盤となるべき知識・教養、「知識

基盤社会」の基盤・中核となるべき知識・教養は、大きく揺らぎ、その再構築
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が重大な課題となっている。 

大学は、この知識の深化・蓄積・普及と教養の形成・向上を中核的な役割と

して担い発展してきた。特に、その教養形成の役割は、「リベラルアーツ（liberal 

arts）」を核とする教養教育（liberal education）として概念化され、戦後の

日本やアングロサクソン系の国々では専門教育と並んで大学教育の中核的要素

とされ、また、大学教育が専門教育を中心に編成されてきた国々でも、大学教

育のミッションの一つとされてきた。しかし、20 世紀半ば以降の社会の複雑

化・流動化と科学技術・研究開発の高度化・専門分化が進む中で、そして、も

う一方で、大学教育の大衆化が進む中で、大学における教育・研究の在り方も

教養教育の在り方も揺らぎ問い直されてきた。その揺らぎと問い直しは、上記

のようなグローバル化の進展とそれに伴う複雑・多様な諸問題・諸課題の重大

性・喫緊性が自覚されるに伴い勢いを増し、その再構築は、大学教育の質保証・

質向上（Quality assurance/quality enhancement）という課題と共に、重大な

課題となっている。日本学術会議が「日本の展望」の一つのテーマ領域として

「知の創造：教養と教養教育の再構築」を設定した所以であり、そして、その

テーマ設定に応えることが本報告書の課題である。 

 

３ 教養・教養教育の変遷と課題 

（１）「教養」概念の包括性と大学における教養教育の意義 

教養とは何かを定義することは、容易なことではない。その捉え方は識者の

間でも多様であり、かつ歴史的に揺れ動いてきた。 

例えば、外国語で日本語の「教養」に当たると見なされてきたのは、英語・

フランス語では culture、ドイツ語では Bildung、ギリシャ語では paideia、ラ

テン語では humanitas であるが、一般に文化と訳される culture は、日本で「教

養」と言われてきたものを含むが、それを越えた広がりを持つ概念でもある。

フマニタス humanitas も同様で、人間性と言われるもの、人間の人間たる所以

のものを指す概念であるから、日本語の「教養」概念に近いと見ることもでき

るが、人間たる存在様式のより基底的な特性をも含むから、例えば「教養人」

や「教養がない」といった表現にも表れているように、一般に知的・文化的な

高尚さやエリート性・高貴性を含意して使われがちな日本語の「教養」よりも

広い概念と見ることもできる。他方、陶冶・訓練や教育と訳されるビルドウン

グ Bildung やパイデイア paideia は、教養なるものそれ自体というよりは、英

語の education とほぼ同義で、人間を人間たる所以の特性（人間性や文化・教

養）を備えた存在に育成すべく働きかけていくこと（人間形成）を指示する概

念である。 

「教養のある人」や「教養人」「知識人」という表現もしばしば使われてきた。

英語では highbrow、person of culture、intellect（intellectual）や cultivated 

person と表現されるが、いずれも「知的で（主に）人文的素養の豊かな人」を
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意味し、Ｐ・ブルデューの用語で言えば、洗練された高尚な文化資本を身体化

している人であるが、近年は、educated person（よく教育された人）という表

現も用いられている。 

以上のような簡略な概念的検討からも、教養について考える上での重要な視

点が示唆される。第一に、教養は人間性や知的・文化的な豊かさに関わる概念

であり、第二に、教育や豊かな文化的経験を通じて育まれるものであり、そし

て第三に、歴史的には、身分制社会や貴族社会を含む階級社会（的遺制）を基

盤にして、エリートの象徴・要件的素養（エリート性・特権性）を含意するも

のとして形成され観念されてきたようだということである。 

しかし現代社会では、「格差社会」と言われるように種々の階層的格差はある

ものの、大衆民主主義の時代と言われて久しく、高等教育・大学教育の大衆化

も著しく進んだが、それにもかかわらず、「大衆教養主義」1さえもが衰退した

と言われ、そして、「はじめに」でも言及したように、中教審の答申その他でも

繰り返し、教養の再構築と教養教育の再活性化の必要性・重要性が提起されて

いる。こうした事態と問題提起を踏まえるとき、上記第二の、教養なるものが

教育や豊かな文化的経験を通じて育まれるものだという視点が重要となる。教

養として何が重要と考えるかは、時代によっても社会によっても多様であろう

が、それは教育と深く結び付いているからであり、教育、とりわけ大学教育（大

学における教養教育）が、その形成の中核的な役割を担ってきたからである。 

（２）教養の地殻変動と教養主義・知性主義の没落 

古典的な「教養」は、広い意味での階級社会（ないしその遺制を色濃く残し

た社会）を基盤にして、エリート性・特権性を含意しつつも人格の陶冶を含む

啓蒙主義的な理念として構築されてきたと言える。その後、19 世紀後半以降の

産業社会と市民社会の進展を背景にして、教養の理念は拡張され、近代的な産

業社会・市民社会（政治社会）に参入し、そこで成功するにふさわしい知的・

文化的素養や倫理・規範を身につけていることとして観念され評価されるよう

になった。言い換えれば、教養は、エリート性・特権性を維持しつつ、「近代＝

産業＝市民社会」において成功するための重要なパスポートとして機能してき

た。そして、この間、その理念と機能は、「教養主義」（エリート性・特権性を

具備した「教養」を重視し志向するカルチャー）によって維持され展開してき

た。この伝統は、日本を含む先進諸国では、経済の高度成長と高等教育の大衆

化が急速に進んだ 1970 年頃までは、エリート性・特権性を徐々に低下させて

きたとはいえ、個人的成功の要件として機能し、その機能にも裏打ちされた「大

衆的教養主義」として曲がりなりにも維持されてきた2。 
しかし、豊かな情報消費社会の進展、前節でも述べたようなグローバル化の

                                                  
1 竹内洋『教養主義の没落：変わりゆくエリート学生文化』中公新書、2003 年 
2 竹内洋、前掲書 
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進展やメディアの地殻変動、大学教育のさらなる大衆化の進行などを背景にし

て、1970 年代後半以降、「教養の地殻変動」とも言える変化が起こることにな

った。竹内洋（2003）は、この変化を「教養主義の没落」「教養主義の終焉」

として論じたが、類似の議論はアメリカでも起こった。Ａ・ブルーム著『アメ

リカン・マインドの終焉』（1987=1988）はその代表例であるが、それに、論旨

はかなり異なるものの、Ｒ・ホーフスタッター著『アメリカの反知性主義』

（1963=2003）やＥ・Ｄ・ハーシュ著『教養が国をつくる：アメリカ立て直し

教育論（原題：Cultural Literacy: What Every American Needs to Know』

（1987＝1989）などを加えることもできよう。こうした著作にも刺激されつつ

1980 年代半ば以降、「卓越性の追求」をスローガンに掲げた初等・中等教育の

改革や、ハーバード大学をはじめ多数の大学での教養教育の見直しと改革の動

きが活発化することになった。 
文化リテラシーとしてアメリカ人が共通に知っておくべき知識（事項）の欠

如を問題視したハーシュは別として、竹内、ホーフスタッター、ブルームの著

作が重視したのは、近代以降の社会と大学の発展をリードしてきた「無謬の進

歩・発展」の観念（Ｊ－Ｆ・リオタール「大きな物語」）とそれに支えられた知

性・教養の展開を担保してきた知性主義・教養主義の没落・終焉であり、その

崩壊・没落・終焉を引き起こした実用主義・適応主義や相対主義・ニヒリズム

や自己中心主義の跋扈・浸透である。そして、三者とも、その再構築の必要性

と教育の重要性を主張しているが、教養衰退の一因として初等・中等教育にお

ける児童中心主義と生活適応主義とその大学教育への影響・波及を批判的に論

じたホーフスタッターは別として、ブルームも竹内も、「教養」再生の可能性を

大学教育の在り方に見ている。しかも、両者とも、そのカリキュラムや授業内

容よりも、一般教養教育の首尾一貫した全体像の欠如に思いをめぐらし、学生

たちとの対話も含めて、そうした問題状況を問い続けていくことや（ブルーム

421 頁）、伝統的な教養主義を開花させた書籍や総合雑誌などの印刷媒体に加え

て3、教師や友人などの人的媒体・人格的人間関係の豊かさに（竹内 245-246
頁）、その再生可能性があると見ている4。 
（３）大学教育の大衆化と教養教育の課題 

 アメリカやカナダでは 1970 年代以降、大学教育はマス段階からユニバーサル

段階5へと拡大・移行し始めたが、日本でも、90 年代後半以降、進学率が 40％

を越え、2000 年代にはさらに上昇し（08 年 52％）、ユニバーサル段階に入った。

                                                  
3 Ｗ‐Ｊ・オング（=1991）『声の文化と文字の文化』藤原書店 
4 猪木武徳（2009）なども同様の側面を重視しており、本委員会でも同様の 
5 アメリカの教育社会学者・高等教育研究者Ｍ・トロウが「量的拡大は質的変容をもたら

す」というテーゼを核にして提起した教育の発展段階説で用いた概念。就学率 15％と 50％
を境にして、教育はエリート段階からマス段階（大衆化段階）、さらにユニバーサル・アク

セスの段階へと移行し、その学生の出身背景や卒業後のキャリアも変化し、選抜方法・カ

リキュラム・教育内容・教育形態やキャンパス・カルチャーなども変化すると論じた。 

 11



かくして今日、学生の基礎学力・興味関心やニーズは著しく多様化しており、

750 を越える大学がその多様化した学力・関心・ニーズに対応すべく、多種多

様なカリキュラムやプログラムを提供すし、初年次教育や補習教育（remedial 

education）の導入・充実をはじめさまざまな取り組みを行っている。また、産

業構造・企業活動や雇用市場の多様化・流動化と卒業後の進路・キャリアや企

業の雇用戦略・採用基準の多様化・複雑化などに対応して、実用的なスキルの

育成や就職相談・キャリア開発の充実にも力を注ぎ、カリキュラム編成や各種

の訓練プログラムにも反映させている。加えて、対人関係処理能力やコミュニ

ケーション能力の低下に対応する必要があると言われ、もう一方で、知の再編

とメディアの地殻変動や企業活動の多様化が進む中で「知の技法」やプレゼン

テーション能力の習得・形成も重視されるようになっている。その一方で、学

問研究の高度化・専門分化が進む中で、専門教育のウェートを高めるという圧

力も強まっており、また、グローバル化の進展に伴い、英語をはじめ外国語教

育についても配当時間の増加と内容・方法の改善の両面で充実していく必要性

が高まっている。しかも、冒頭の「はじめに」でも言及したように、教養教育

について中教審答申「新しい時代における教養教育の在り方について」（平成

14 年）は、幅広い視野から物事を捉える能力、高い倫理性に裏打ちされた的確

な判断を行う能力、「専門分野の枠を超えて共通に求められる知識や思考法」の

習得や「人間としての在り方や生き方に関する深い洞察」を培うことも重要だ

と述べている。 

 このように、実に多種多様な社会的要請や学生のニーズ・関心に対応するこ

とが求められている。そこには幾つもの無視しえない制約・困難があるが、こ

こでは、学士課程教育の在り方、とりわけ教養教育の在り方に関わって特に重

要な制約・困難として、少なくとも次の５点を確認しておく必要があろう。 

第一は、現行制度では、以上のことすべてを標準在学期間４年という制約の

中で行わなければならないという制約・困難である。戦前の教育制度では、教

養教育は３年制の旧制高校で行われ、専門教育は同じく３年制の大学で行われ

ていた。つまり、戦前は６年かけて行われていた教養教育と専門教育を、戦後

の新制大学では４年間で行うことになった。この間、学問も社会も飛躍的に高

度化・複雑化し、大学教育への要請・期待も増大し続けてきたが、その増大す

る要請や期待に短くなった４年という期間でどう対応していくかという、矛盾

に満ちた難しい課題に、今日の大学は直面しているということである（制度的・

構造的な矛盾・制約）。 

第二は、上述のように、大学進学率の上昇に伴い、学生の卒業後の進路・キ

ャリアの多様化が進み、もう一方で、ICT 化・グローバル化や国際的な経済競

争の激化と産業構造・企業戦略・雇用市場の多様化・流動化や、不況・景気後

退による就職難や不安定な非正規雇用の増大などが進む中で、各種の資格取得

や職業的スキル形成を含む実用的な教育プログラムの拡充が進んでいることで
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ある（職業・生活適応型の実用的教育プログラムの拡大）。 

第三は、同じく大学進学率の上昇に伴い、そしてまた、いわゆる「ゆとり教

育」改革や推薦入試や面接のみの入試などを含む AO 入試の拡大や大学入試科

目の削減などが相俟って、大学入学時点での学生の基礎学力が著しく多様化し、

かつての大学教育の水準から言えば明らかに補習教育を必要とするような学生

も増大していることである（学生の基礎学力の多様化・低下）。 

第四に、大学教育の質向上や説明責任への関心・圧力が強まる中で、大学評

価（認証評価を含む）が義務化され、さらには世界的な動向も相俟って、教育

のアウトカム評価・パーフォーマンス評価導入への圧力が強まりつつあること

である（教育のパーフォーマンス／アウトカム統制への圧力）。 

第五は、私立大学が大学数での収容学生数でも７割以上を占める日本の現状

において、特に小・中規模の私立大学を中心に、財政的な制約が大きく、教育

の充実・質向上に必要な教職員を十分に確保することが必ずしも容易ではない

ことである。 

上記第三の「学生の基礎学力の多様化・低下」という事態は、憲法や、国連

の世界人権宣言、人権規約も規定する教育権・学習権の保障という点でも、ま

た、生涯学習社会の実現という政策的・社会的方針という点でも、さらには、

21 世紀の知識基盤社会への対応や豊かな市民社会の展開を担う人材・市民の育

成という点でも、大学教育の前提として、適切かつ十全に対応していくべきも

のである。また、第二の「職業・生活適応型の実用的教育プログラムの拡大」

という動向については、Ａ・ブルームなども指摘しているように、大学におけ

る一般教養教育の理念の凋落や質的低下を招く一因とも考えられるが、もう一

方で、Ｍ・トロウも指摘したように、大学教育の大衆化・ユニバーサル化に伴

う半ば避けがたい傾向と言えるものでもあり、また、大学教育を含めて教育が

経済を含む社会に人材を送り出す機能を基本的なものとして担っている以上、

適切な範囲と方法で対応していくことは必要かつ妥当なことであろう。 

それに対して、第四の「教育のパーフォーマンス／アウトカム統制への圧力」

については、1990 年代後半以降の世界的な教育改革動向の中で一つの大きな流

れとなってきた動向であるが、その必要性や妥当性・有効性については、種々

の議論があり、特に教育関係者の間では非常に批判の多いものである。その主

要な理由は、それが特定の関心や考え方（イデオロギー）に基づくものであっ

て、機能的な必要性・合理性や教育的な適切性・妥当性を必ずしも備えたもの

ではなく、しかも、その有効性については理論的にも経験的・実証的にも、ほ

とんどまったくと言っていいほどに根拠がない／示されていないという点にあ

る。それどころか、そうした統制は、一方で、さまざまの膨大な作業を必要と

し、大学関係者（教育関係者）の時間の劣化を招き、もう一方で、カリキュラ

ム編成や教育活動面でも学生の学習面でも、偏りや矮小化を招く危険性の大き

いものである。 


